
54 Sustainability Report 2023

人権

人権は、事業活動やサステナビリティの取り組みを推進するにあ

たり、最も重要なテーマだと考えています。

TOPPANグループは、「人間尊重」の精神を基本に事業活動を行っ

ており、この基本精神を基に、2021年10月に「TOPPANグループ人

権方針」を策定しました。この「人間尊重」の取り組みを確実に実行

していくため、行動の規範である「TOPPANグループ行動指針」で、

人格と個性の尊重、差別行為やハラスメント行為の禁止、児童労働・

強制労働の禁止、ダイバーシティ＆インクルージョンの推進など、

基本的人権を尊重することを定めています。

また、「TOPPANグループ地球環境宣言」や「生物多様性に関する

基本方針」に基づき環境保全活動を行うなど、事業活動が地域の人々

の生活に悪影響を与えることによって人権侵害が発生しないように

配慮した取り組みを推進しています。

基本的な考え方  
考え方 方針

TOPPANグループは、2006年から国連「グローバル・コンパクト」

に参加し、人権と労働にかかわる6つの原則を支持しています。

TOPPANグループは、創業以来、「印刷テクノロジー」をベースに印

刷事業にとどまらず、時代や人々のニーズに応じて多種多様な社会課題

を解決してきました。その土台となる基本精神は「人間尊重」です。事業

活動全般において、基本的人権を尊重し、「社会的価値創造企業」の実

現を目指していくため、「TOPPANグループ人権方針」を策定しました。

「TOPPANグループ人権方針」の構成

1. 人権に対する基本的な考え方
2. 適用範囲
3. 適用法令
4. 人権尊重の責任
5. 人権デューデリジェンス
6. 対話・協議

7. 救済
8. 教育・研修
9. 責任者
10. 情報開示

（個別課題への取り組み）

●児童労働、強制労働、人身取引　●差別およびハラスメント　
●ダイバーシティ＆インクルージョン　 
●団体交渉権および結社の自由　●労働安全衛生　 
●プライバシーに対する権利

人権　企業は、
原則1：国際的に宣言されている人権の保護を支持、尊重し、
原則2：自らが人権侵害に加担しないよう確保すべきである。

労働　企業は、
原則3：結社の自由と団体交渉の実効的な承認を支持し、
原則4：あらゆる形態の強制労働の撤廃を支持し、
原則5：児童労働の実効的な廃止を支持し、
原則6：雇用と職業における差別の撤廃を支持すべきである。

環境　企業は、
原則7：環境上の課題に対する予防原則的アプローチを 

支持し、
原則8：環境に関するより大きな責任を率先して引き受け、
原則9：環境に優しい技術の開発と普及を奨励すべきである。

腐敗防止　企業は、
原則10：強要と贈収賄を含むあらゆる形態の腐敗の防止に 

取り組むべきである。

TOPPANグループ人権方針

https://www.holdings.toppan.com/ja/about-us/our-corporate-approach/
human-rights-policy.html

「TOPPANグループ人権方針」策定国連「グローバル・コンパクト」の「人権」への支持
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TOPPANグループは、「ビジネスと人権に関わる指導原則」を支持

するとともに、人権デューデリジェンスの重要性を認識しています。

2021年10月に「TOPPANグループ人権方針」を策定し、業界におけ

る人権リスクを洗い出し、評価し、5つの人権リスク特定を行いました。

2022年度は、特定した5つの人権リスクを中心に、TOPPANグルー

プのステークホルダーへの調査・ヒアリングを実施しました。グルー

プ会社に対しては、国内75社、海外103社へ書面での人権リスク調査・

人権尊重の取り組みは、代表取締役社長を委員長とする「サステ

ナビリティ推進委員会」の下部に設置されている、部門横断でサス

テナビリティ活動を推進する「コーポレート ESG プロジェクト」が

主管しており、人権尊重の取り組みをグループ全体で進める体制を

構築しています。重要な人権テーマについては、取締役会が監督し、

人事労政本部の担当責任者が実施の責任を担います。日々の人権尊

重への取り組みは、人事労政本部、製造統括本部、法務本部が中心と

なり、TOPPANグループ全体の関係部門と連携して推進しています。

推進体制  
推進体制 制度

人権デューデリジェンス  
考え方

人権課題／対象 自社従業員 サプライチェーン 顧客 ユーザー 周辺コミュニティ
強制労働・人身取引 中 高 ー ー ―
児童労働 低 低 ー ー ―
差別 高 高 ー ー ―
非人道的な扱い 中 高 ー ー ―
結社の自由・団体交渉権 低 高 ー ー ―
労働時間 低 高 ー ー ―
賃金 低 高 ー ー ―
プライバシーに対する権利 高 高 高 高 ―
倫理的／責任あるマーケティング ー ー 低 低 ―
表現の自由 ー ー 高 中 ―
AIと人権 ー ー 低 低 ―
製品の安全・品質 ー ー 低 低 ―
周辺住民の健康 ー ー ー ー 中
土壌、水などの衛生 ー ー ー ー 中
先住民の権利 ー ー ー ー 低

※  当社事業の特性や同業者の動向、国際的な人権基準を基に、「人権リスク重要度評価」を行い、人権課題を整理・評価しました。その結果、
当社の人権リスクは赤字の4つに加え、「グループ全体の人権ガバナンス」と特定しました。 

一般的な人権課題と当社業界における人権リスクの特定

分析に加え、国内・海外各1社に対して現地ヒアリング調査を実施し、

実態の把握に努めました。加えて、人権リスクになり得る項目につい

てフィードバックならびに改善策の例示を行い、人権リスク軽減に向

けた取り組みを進めました。調査・分析結果については、サステナビ

リティ推進委員会において報告し、今後の取り組みについて議論を行

いました。 

また、2022年度も引き続き、グローバル・コンパクト・ネットワーク・

ジャパンが主催する「人権デューデリジェンス分科会」「人権教育分科

会」に参加し、社会動向・先進企業の取り組みへの理解を深めました。
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日本国内 海外
調査対象 75社 103社
実施期間 2022年7〜12月 2022年9月〜2023年3月
調査方法 人権リスク調査票による調査

調査内容

4区分、22項目、151問

結果（総評）・  喫緊に対応しなければならない重大なリスクは発見され
なかった。 ・  喫緊に対応しなければならない重大なリスクは発見されなかった。

結果（人権
推進体制）

・  社外を含めた人権に関するマネジメント体制が十分とは
言えない恐れがある。

・  人権に対する研修が十分とは言えない恐れがある。

・  社外を含めた人権に関するマネジメント体制が十分とは言えない恐れがある。
・  人権に対する研修が十分とは言えない恐れがある。

結果（人権
課題対応）

・  公正な採用選考についての態度表明が外部に対して十分
に公表しているとは言えない恐れがある。

・  労働安全衛生管理が十分にできているとは言えない恐れ
がある。

・  過去3年間におけるハラスメント等の事案発生が複数確認
されたが、発生時の懲戒措置等適切な措置を確認した。

・  労働安全衛生管理が十分にできているとは言えない恐れがある。
・  地域住民などの人権侵害を軽減するための取り組みが十分とは言えない恐れがある。
・  事業の特性上、顧客の個人情報を取得し、取り扱う事業該当会社が多く、プライバシーに

対する権利に対するリスクが多くの会社で付きまとう。ただし、併せてリスク低減策実施
の徹底も確認できた。

結果（管理）
・  外部関係者との対話が十分にできていない恐れがある。
・  取引先に当社方針の周知や人権リスクアセスメントを実

施できていない恐れがある。

・  外部関係者との対話が十分にできていない恐れがある。
・  外部向け苦情処理メカニズムが十分に整備されていない恐れがある。
・  取引先に当社方針の周知や人権リスクアセスメントを実施できていない恐れがある。

2022年度 TOPPANグループ人権リスク調査の概要

1.基本情報 2.人権推進体制 3.人権課題対応 4.管理

1A.会社基本情報 2A.体制 3A.強制労働 4A.ステークホルダーエンゲージメント実施状況

1B.ビジネス関連情報 2B.人権方針の周知 3B.児童労働 4B.内部通報窓口の整備

1C.従業員情報 2C.人権関連研修実績 3C.適切な労働時間管理 4C.苦情処理メカニズムの整備（外部）

1D. 契約企業などの
情報

3D.適切な賃金の支払い 4D.サプライチェーンマネジメント

1E. 認証および参加イ
ニシアティブ

3E.差別の禁止 

3F.非人道的な扱い 

3G.結社の自由と団体交渉権 

3H.地域住民等の利権侵害

3I.労働安全衛生 

3J.プライバシーに対する権利 

人権デューデリジェンス結果データ

※  Red Flag（  ）は、ILO 中核的労働基準
の5分野（強制労働、児童労働、差別、結社
の自由と団体交渉権、労働安全衛生）と
TOPPAN が特定した5つの人権課題（強
制労働・人身取引、差別、非人道的な扱い、
プライバシーに対する権利、グループ全体
の人権ガバナンス）が対象で、重要なリス
ク要因やリスク低減策未実施を明確化す
るために設定。

人権リスク調査の結果を詳細に分析したところ、喫緊に対応しな

ければならない重大なリスクや現地法令や国際規範への違反は発見

されなかったものの、国内7社、海外7社において人権への負の影響

を及ぼす可能性がある項目を確認いたしました。そのうち、国内1社、

海外1社について2022年度中に下記の通り対策を進め、2023年度も

引き続き対応を進めていきます。

フォローアップ調査の概要

日本国内 海外
対応拠点数 1社 1社
実施時期 2022年11月 2023年3月

実施方法 現地訪問によるヒアリング等 オンライン会議による
ヒアリング等

懸念事項
① 休暇取得管理体制の整備が不

十分
② 一部手当の基準設定が未統一

①手当計算の不備
② 規則の一部に就業時

間外における従業員
の自由行動を制限す
る文言記載の恐れ

是正措置

① 休暇取得管理体制の整備をす
るように指導

②  「同一労働同一賃金ガイドラ
イン」に照らして、手当を同一
基準で支給するように指導

① 再発防止策の検討お
よび実施と迅速な手
当支給を指導

② 該当規則の要否検討
などを指導
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TOPPANグループは「人間尊重」の基本精神を謳い、従業員に対し、

様々な人権教育を行っています。

従来から新任の管理・監督職層に対してハラスメント防止に向け

た人権教育を継続的に実施してきましたが、2020年4月に凸版印刷

労働組合と「ハラスメント防止に関する労使協定」を締結したことか

ら、全従業員に対し、「職場におけるハラスメントの防止に向けて」

の教育を実施しました。また、凸版印刷株式会社および国内グルー

プ企業の人事労政部門において職場のハラスメント相談窓口を設置

し、相談員を育成するなど、ハラスメントの予防にあたるとともに、

教育・啓発

人権教育・ハラスメント防止策  

TOPPANグループの事業活動が、人権に対する負の影響を引き起

こしたことが明らかとなった場合、もしくは助長したことが明らか

になった場合は、適切な手段を通して是正、救済措置に努めます。ま

た、取引関係においてTOPPANグループが人権への負の影響に直接

関係している場合は、関連するステークホルダーと協働して、 是正に

向けた役割を果たすことに努めます。

TOPPAN グループは、万が一、人権侵害にかかわる事案が発生し

た場合に、従業員が内部通報できる窓口として、「TOPPANグループ・

ヘルプライン」を設置しています。また、取引先への人権侵害などの

事案があった場合に、取引先が匿名で通報できる窓口として「サプラ

イヤーホットライン」を設置しています。

活動実績・データ

苦情処理メカニズム

TOPPANグループ・ヘルプライン　P147参照

サプライヤーホットライン　P69参照

厳正に対処しています。万が一、ハラスメントが発生した場合は、関

係者から事情聴取を行うなど適切に調査を実施し、加害者に対して

懲戒処分を行うなど迅速に問題の解決を図っています。

職場ごとに選任された行動指針推進リーダーにおける行動指針の

啓発活動の中でも、人権に関連する事例を取り扱い、人権意識の向上

を図っています。

2022年度にはグループ会社に対して、「TOPPANグループ人権方

針」の内容周知と近年の人権に関する社会動向の啓発に関する教育

を実施しました。また、2022年度に実施した人権リスク調査の結果

を踏まえた人権教育を凸版印刷株式会社と一部グループ会社の全従

業員に対して実施し、人権リスクに対する理解を深めました。

制度

労働者の人権  
考え方

労働における人権については、労働組合等と協議・合意した内容を

基本的な考え方として様々な施策を行っています。 

労使関係の安定と労働条件の維持改善、企業の平和を確保するた

めに、労働組合等と協議・合意をすることで、労使の基本的な考え方、

組合活動や労使交渉のルール、賃金・労働時間などの労働条件を定め

ています。

活動実績・データ

TOPPANグループでは、事業所ごとに労働時間の情報および対応

策について、毎月労使委員会を開催し、協議することで、慢性的・恒常

的な長時間労働の点検・改善を実施しています。また、就業管理シス

適正な労働環境の実現に向けて

労使での人権への取り組み

テムにて本人、上長に対する労働時間アラートの発信や、オフィスの

自動消灯、自動 PC シャットダウンなどの施策も実施し、時間外労働

の低減を図っています。

加えて、ニューノーマルな働き方に適応し、自律的な働き方を推進

する「スマートワーク制度」「リモートワーク制度」の導入や、オフィ

ス環境を外出先でも実現するスマートデバイスの配布等を展開し、

ソフト、ハードの両面を通じて、従業員個々人が自律的な働き方を実

現できる、適正な労働環境の構築に向けた取り組みを行っています。

全国の事業所に、安全師範や安全担当者、技術安全推進担当者など

を配置する安全推進体制を構築するとともに、「安全は全てに優先す

る」ことを謳った「安全衛生・防火基本方針」に則り、正社員および契

約社員をはじめとする職場で働く全ての人々を対象に、リスクアセ

スメントによる設備の本質安全化や職長教育を中心とした各種教育

の徹底などを進めています。また、危険を理解・体感できる「安全道場」

を国内外7拠点に開設し、TOPPAN グループとしての安全活動をよ

り強化し、災害予防活動を継続しており、これまでのべ38,712名を

超える対象者に教育を実施しています。加えて、メンタルヘルス対策

に関しては会社、産業医、健康保険組合が連携し、「ゼロ次予防」を推

進して、「メンタル不調者を出さない職場づくり」に取り組んでいます。

労働安全衛生の取り組み
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TOPPANグループは「社会的価値創造企業」へのさらなる進化を目

指し、ダイバーシティ＆インクルージョンを重要な経営戦略のひとつ

と位置付けています。互いを尊重しあう感性とたゆまない対話を通じて、

一人ひとりの人権が尊重され、安心して発言・行動できる心理的安全性

の高い職場づくりを実践しています。仕事と育児・介護の両立支援、障

がい者雇用の促進、女性活躍に向けたポジティブアクションの取り組

みを進め、障がい者雇用率、女性の管理・監督職者数も増加しています。

また、LGBTQに関する取り組みを進めており、グループ全体に向

けたLGBTQセミナーの開催、同性パートナーや事実婚パートナーに

も配偶者関連制度を適用する「同性パートナー制度」の導入や、

TOPPAN ALLY表明を募る等、誰もが安心して自分らしく働ける環

境を一人ひとりが意識してつくっていく活動を展開しています。

凸版印刷株式会社では、従業員が自己のキャリア形成とスキルアッ

プについて考える機会を提供し、従業員の自主・自律意識を高め、チャ

レンジ精神の醸成を図る取り組みとして、正社員全員を対象に「チャ

レンジングジョブ制度（自己申告制度）」を毎年1回実施しています。

チャレンジングジョブ制度を通して、意欲・能力のある従業員の意思

を配置に反映し、適材適所の人財配置の実現を図ることで組織の活

性化や体質の強化につなげています。

加えて、当制度は上司部下での面談をフローに組み込むことで、従

業員のキャリア・スキルアップについての定期的な意見交換を行う機

会を提供しています。当制度を通して、従業員が将来のキャリアを描

き、自主的に能力を開発する機会を提供しています。

また、社内公募制度を導入することで全ての社員にスキルアップ

の機会を平等に提供しています。

ダイバーシティ＆インクルージョンの取り組み

キャリア申告／社内公募

TOPPAN グループでは、各国の最低賃金を定めた法令に従い、現

地の生活物価を踏まえ、従業員に適正な給与を支払うことを遵守し

ています。加えて、金銭的報酬はもちろん、法令で定める福利厚生を

提供することに加え、働きがいの向上や自己実現・キャリア開発に対

する会社の支援・サポート等の非金銭的報酬についても配慮していま

TOPPANグループ　従業員報酬の男女比

大卒新入社員の初任給平均年間給与

2023年4月1日付入社の大卒新入社員の初任給は全国一律で

222,500円（時給換算：1,390円）としています。

対象会社
2022年度　労働者の男女の賃金の差異（女性平均賃金／男性平均賃金）

全労働者 うち正規雇用労働者 うちパート・有期労働者
凸版印刷株式会社 66.6% 65.4% 62.5%

凸版印刷および国内連結子会社 61.1% 72.3% 56.2%
アジア地域連結子会社（日本除く） 82.5% 87.4% 97.6%

北米地域連結子会社 85.7% 86.4% 82.8%
欧州地域連結子会社 86.7% 90.4% 38.1%

凸版印刷および連結子会社 65.1% 73.7% 59.5%

初任給

2019年4月 209,000円
2020年4月 211,000円
2021年4月 213,000円
2022年4月 214,500円
2023年4月 222,500円

平均年間給与

2018年度 6,644,621円
2019年度 6,811,464円
2020年度 6,775,518円
2021年度 7,001,363円
2022年度 7,060,291円

適切な賃金の支払いの取り組み

凸版印刷株式会社　初任給について

す。また、凸版印刷株式会社の2022年度の平均年間給与は706万円

でした。従業員の賃金は、従業員の能力、役割等に応じた報酬体系と

なっており、従業員の性別による違いを設けておりません。また、国

内グループでも同様のレギュレーションにて報酬の決定を行ってい

ます。また、凸版印刷では2022年度よりTOPPAN 版「ジョブ型」人

事処遇制度を導入し、凸版印刷の幅広い事業領域で働く多様な人財

がそれぞれにいきいきと働ける環境を整えています。

※ 第三者保証対象指標には  を付しています。

※  「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規
定に基づき算出しております。海外現地法人に関しては、上記基準に照らし、基準
に準じた方法にて算出しております。

※  賃金には賃金、給料、手当その他名称の如何を問わず、労働の対償として使用者が
労働者に支払う全てのものを含めています。

※  凸版印刷および連結子会社の集計は、加重平均にて集計を行い、海外現地法人に
て算出された平均賃金を2023年3月31日時点のレートにて、日本円に換算した上
で加重平均を行い、算出しております。

※  「労働者の男女の賃金の差異」は、各社の事業年度において集計したものであり、
凸版印刷の事業年度と異なる場合があります。
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TOPPANグループで就労している外国人技能実習生に対する人権

リスクについての調査を実施しています。具体的には、「技能実習制

度運用要領」に基づいた対応がなされているか、労働環境、生活環境

に問題はないかという観点で凸版印刷独自のチェックシートを作成し、

現地の総務スタッフと連携の上、実態調査を行いました。調査の結果、

製造子会社3社7工場において技能実習制度の利用を確認しました。

労働契約の締結については、母国語または外国人技能実習生が理

解できる言語にて説明を行っていることに加え、賃金の未払いや長

時間残業の実態もなく、労働時間に応じた適正な賃金の支払いが行

われていることを確認しています。また、生活環境においても従業員

に相当する住環境が確保されていました。

人財の採用については、大卒、高卒、経験者、障がい者など、国籍、

性別、年齢、障がいの有無にとらわれない採用を行っています。企業

説明会やホームページなどの媒体を通じて働き方を幅広く周知し、

多様な人財を採用しています。

また、採用選考にあたっては、公正な採用活動に向け、採用面接官

向けの「採用マニュアル」を作成し、面接官に内容を周知し遵守する

よう面接官教育を実施しています。「採用マニュアル」には、特に採用

にあたって、就職差別につながる恐れのある不適正質問をしないよう、

不適正質問集を取りまとめ、周知徹底を行っています。加えて、個人

情報を取り扱う面接官に対し、応募者の情報取り扱いに対する誓約

書の締結を求める等、応募者の人権保護に配慮した採用活動を徹底

しています。

開かれた採用環境の提供

技能実習制度の適正な運用について
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